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介護保険制度見直しの６つの柱

｢介護予防を重視した新たな仕組み」の詳しい内容については、1月号でお知らせいたします。
介護保険に関するお問い合わせ：保健福祉課介護保険係　�52‐2144
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これまで施設入所者の居住費と食費は介護保険の給付対象となって

いましたが、在宅サービスを利用している方との公平性を図るために、
施設給付が見直され、居住費・食費が全額自己負担となりました。
　なお、低所得者には施設利用が困難とならないよう、所得に応じた
負担限度額が設けられました。

要介護状態が軽度（要支援、要介護１）の高齢者は、介護保険制度
開始以来、年々増加していますが、これらの軽度者に対しての介護予
防のためのサービス提供は、本来の目的とする状態の改善につながっ
ていない状況を踏まえ、軽度の高齢者に本来の意味での介護予防給付
を行います。
　また、高齢者が介護や支援が必要となる前に、要支援・要介護状態
にならないための介護予防事業などを行います。

不正なサービス事業者が増えるなど介護サービスの質を確保してい
くことが課題となっています。　
利用者が良い事業者、必要なサービスが選択でき、要介護認定やケ

アプランの策定が公平・公正に行われるよう、サービス事業者情報の
公表や規制、ケアマネジメントなどが見直されます。

低所得者に対する保険料軽減など負担能力をきめ細かく配慮した保
険料設定に見直されます。（現行５段階⇒６段階に）
　また、特別徴収（年金からの天引き）の対象を遺族年金や障害者年
金まで拡大するなどの徴収方法の見直しが行われます。
　要介護認定申請の際の代行や、委託調査の見直しが行われます。
　市町村主体の運営ができるように権限が強化されます。

住み慣れた地域で生活ができるように基盤を整備する「地域介護・
福祉空間整備等交付金」が創設され、これまで補助金として交付され
ていた整備費が市町村交付金と都道府県交付金の２つに分かれた交付
金制度として創設されました。

一人暮らしの高齢者や認知症の高齢者が増加するなか、自宅での支
援を強化するために、住み慣れた地域で多様なサービスを柔軟に提供
する「地域密着型サービス」の創設や、在宅と施設介護の中間的な役
割を持った居住系サービスを充実させます。
　高齢者がかかえる様々な問題の相談や、介護保険のサービスと医療
や福祉でのサービス利用方法など、高齢者の生活を総合的に支援する
「地域包括支援センター」を設置します。
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平成18年4月（施設給付の見直しは平成17年10月）から

平成12年にスタートした介護保険制度は5年を経過し、サービスは着実に伸び、制度も定着して
きましたが、この中で財政の問題や施設と居宅のバランス、サービスの質や不正などいろいろな課
題も出てきました。
また、65歳以上の高齢者人口の将来推計では、10年後の2015年には現在の2，500万人から3，300
万人に、さらに2025年には3，500万人となり、高齢化率は現在の20％から29％にまで上昇し、超高
齢化社会のピークを迎えることが予想されています。
　加えて、平均寿命が延びていくにつれ、高齢者のひとり暮らしがますます増えていくことも大き
な課題のひとつとなっています。
超高齢化社会に備え、介護保険制度が今後も持続していくためには、介護や支援を必要とする方

を減らし、住み慣れた地域で、元気に自立した生活が送れるような環境づくりを進めるために、こ
れまでの制度が大きく見直されました。

低所得の方の施設利用が困難とならないように、一定額以上は保険給付されます。　所得に応じた
負担限度額までを自己負担し、残りの基準費用額との差額分は介護保険から給付されます。

低所得の方には負担限度額が設けられます

◆負担限度額（１日当たり）

食費の負

担限度額

居住費の負担限度額

多床型
従来型
個室

ユニット
型準個室

ユニット
型個室対象となる方負担段階

300円0円
490円

（320円）
490円820円

本人および世帯全員が住民税非課税であって、老齢
福祉年金を受けている方・生活保護を受給している方第１段階

390円320円
490円

（420円）
490円820円

本人および世帯全員が住民税非課税であって、合計
所得金額＋課税年金収入額が80万円以下の方第２段階

650円320円
1,310円
（820円）

1,310円1,640円
本人および世帯全員が住民税非課税であって、第２
段階に該当しない方第３段階

1,380円320円1,640円
（1,150円）

1,640円1,970円基準費用額

※（　）は老人福祉施設と短期入所サービスを利用した場合の従来型個室の場合

平成17年10月から改正された「施設給付の見直し」

「居住費」や「食費」は、介護保険給付の対象外になりました
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←通所介護（デイサービス）・通所リハビリ（デイケア）→
←老人福祉施設（特養）・老人保健施設・療養型医療施設・短期入所サービス→

介護サービス
費用の１割

日常生活費 食費の一部

＋ ＋ ＋
平成17年
10月から ��

介護サービス
費用の１割

日常生活費 食費の全部
居住費（滞在
費）の全額


